様式第4号(第12条の4第6項関係)

1年単位の変形労働時間制に関する協定届
	事業の種類
	事業の名称
	事業の所在地(電話番号）
	常時使用する労働者数

	　
	　
	　
	人

	該当労働者数(満18歳未満の者)
	対象期間及び特定期間(起算日)
	対象期間中の各日及び各週の労働時間並びに所定休日
	対象期間中の1週間の平均労働時間数
	協定の有効期間

	人
(　　　　　　　人)
	　
	(別紙)
	　　　　　時間　　　　　分
	　

	労働時間が最も長い日の労働時間数(満18歳未満の者)
	　　時間　　分
(　　時間　　分)
	労働時間が最も長い週の労働時間数(満18歳未満の者)
	　　時間　　分
(　　時間　　分)
	対象期間中の総労働日数
	日

	労働時間が48時間を超える週の最長連続週数
	週
	対象期間中の最も長い連続労働日数
	日間

	対象期間中の労働時間が48時間を超える週数
	週
	特定期間中の最も長い連続労働日数
	日間


　
	旧協定の対象期間
	　
	旧協定の労働時間が最も長い日の労働時間数
	　　時間　　　分

	旧協定の労働時間が最も長い週の労働時間数
	　　　時間　　　分
	旧協定の対象期間中の総労働日数
	日


　　協定の成立年月日　　　　　　　年　　　月　　　日
	　　協定の当事者である労働組合の名称又は労働者の過半数を代表する者の
	職名
氏名


　　協定の当事者(労働者の過半数を代表する者の場合)の選出方法(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	使用者
	職名
氏名　　　　　　　　　　　印


　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　労働基準監督署長　殿
　記載心得
　　1　法第60条第3項第2号の規定に基づき満18歳未満の者に変形労働時間制を適用する場合には、「該当労働者数」、「労働時間が最も長い日の労働時間数」及び「労働時間が最も長い週の労働時間数」の各欄に括弧書きすること。
　　2　「対象期間及び特定期間」の欄のうち、対象期間については当該変形労働時間制における時間通算の期間の単位を記入し、その起算日を括弧書きすること。
　　3　「対象期間中の各日及び各週の労働時間並びに所定休日」については、別紙に記載して添付すること。
　　4　「旧協定」とは、則第12条の4第3項に規定するものであること。

１年単位の変形労働時間制に関する協定書

　　

第　１条　　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日までの１年間を本協定の対象期間とする。

第　２条　　前条の期間中の各日の所定労働時間は　　時間　　分、始業時刻は　　時　　分、終業

　　　　　時刻は　　時　　分、休憩は　　分とする。

第　３条　　第１条の期間中における休日は、１週間の所定労働時間が１年を平均して４０時間以下

　　　　　となるように別紙年間カレンダーのとおり定める。

第　４条　　特定期間（対象期間中の特に業務が繁忙な期間）は定めない。

第　５条　　第２条に定める所定労働時間及び法定労働時間を超えて労働させた場合は、賃金規程に

　　　　　基づき、割増賃金を支払う。

第　６条　　第１条の期間の途中に入退社した者については、同期間のうち在籍期間の所定労働時間

　　　　　内の実労働時間が在籍期間を平均して週４０時間を上回る時は、途中入社の場合は第１条

　　　　　の期間の終了時に、途中退社の場合は退社時に、上回る時間の割増賃金を支払う。

第　７条　　本協定は、パート労働者以外の労働者全員に適用する。

第　８条　　本協定は、妊娠中又は産後１年以内の労働者が請求した場合は、適用しない。

第　９条　　育児を行う者、老人等の介護を行う者、職業訓練又は教育を受ける者その他特別の配慮

　　　　　を要する従業員に対する本協定の適用に当たっては、会社は労働者代表と協議するものと

　　　　　する。

第１０条　　本協定の有効期間は、平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日までとする。

　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　主　　　（　事業主氏名又は名称　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　用者職氏名　）　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働者代表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
